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1 　沖縄振興開発金融公庫

この公庫は、沖縄における産業の開発を促進

するため、長期資金を供給すること等により、

一般の金融機関が行う金融及び民間の投資を補

完し、又は奨励するとともに、沖縄の国民大

衆、住宅を必要とする者、農林漁業者、中小企

業者、病院その他の医療施設を開設する者、生

活衛生関係の営業者等に対する資金で、一般の

金融機関が供給することを困難とするものを供

給し、もって沖縄における経済の振興及び社会

の開発に資することを目的としている。

2年度においては、「沖縄振興基本方針」にお

ける民間主導の自立型経済の発展に向けた政策

金融の取組を推進し、県内産業の育成、産業・

社会基盤の整備、中小企業や小規模事業者等の

経営基盤強化等を支援するための措置を講じる

こととし、貸付契約額として 157,000百万円を

予定しているほか、沖縄におけるリーディング

産業の育成支援等のための出資 2,100百万円を

予定している。

事業計画の内訳は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

貸 付 157,000 163,000

産業開発資金 66,000 70,000

中小企業等資
金

71,000 7,1000

住 宅 資 金 5,000 7,000

農林漁業資金 6,000 6,000

医療・生活衛
生資金

9,000 9,000

出 資 2,100 2,100

合 計 159,100 165,100

この計画のうち、2年度中に 109,831百万円

が貸し付けられ、2,100百万円が出資される予

定であり、これに 30年度及び元年度の貸付契

約額のうち、2年度に資金交付が行われる予定

となっている 50,893百万円を加えると、2年
度の資金交付額は 162,824百万円となる。この

原資として、一般会計からの出資金 200百万

円、財政投融資特別会計投資勘定からの出資金

1,800百万円、財政融資資金の借入れ 124,800
百万円、沖縄振興開発金融公庫債券の発行によ

る収入 10,000百万円等を予定している。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

一般会計出資金 200 400
財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

1,800 1,900

財政融資資金借
入金

124,800 133,300

沖縄振興開発金
融公庫債券

10,000 20,000

沖縄振興開発金
融公庫住宅宅地
債券

747 725

回 収 金 等 25,277 12,275
計 162,824 168,600

（資金運用）

貸 付 160,724 166,500
出 資 2,100 2,100

計 162,824 168,600
これらの業務の円滑な運営を図るため、別

途、一般会計から沖縄振興開発金融公庫補給金

695百万円を交付することとしている。

2 　株式会社日本政策金融公庫

この公庫は、一般の金融機関が行う金融を補

完することを旨としつつ、国民一般、中小企業

者及び農林水産業者の資金調達を支援するため

の金融の機能を担うとともに、内外の金融秩序

の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは

感染症等による被害に対処するために必要な金

融を行うほか、当該必要な金融が銀行その他の

金融機関により迅速かつ円滑に行われることを

可能とし、もって国民生活の向上に寄与するこ

とを目的としている。

また、「エネルギー環境適合製品の開発及び

製造を行う事業の促進に関する法律」（平 22法
38）に基づく業務として、エネルギー環境適合

製品を開発又は製造する事業のうち、我が国産
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業活動の発達及び改善に特に資するものを事業

者が実施するために必要な資金を銀行その他の

金融機関が貸し付ける場合において、当該金融

機関に対し、当該資金の貸付けに必要な資金の

貸付けを行うことができることとされている。

さらに、「産業競争力強化法」（平 25法 98）に
基づく業務として、産業競争力強化の観点から

事業再編等を事業者が実施するために必要な資

金を銀行その他の金融機関が貸し付ける場合に

おいて、当該金融機関に対し、当該資金の貸付

けに必要な資金の貸付けを行うことができるこ

ととされている。

このほか、「特定高度情報通信技術活用シス

テムの開発供給及び導入の促進に関する法律」
（仮称）に基づく業務として、国民生活及び経済

活動の基盤となる特定高度情報通信技術活用シ

ステムの開発供給又は導入を事業者が実施する

ために必要な資金を銀行その他の金融機関が貸

し付ける場合において、当該金融機関に対し、

当該資金の貸付けに必要な資金の貸付けを行う

ことができることとされている。

　（ 1）　国民一般向け業務

2年度においては、小規模事業者の資金需

要への万全な対応を図るとともに、民間金融

機関との協調等の取組を引き続き推進しつ

つ、創業・新規事業、事業承継、事業再生、

海外展開等の成長戦略分野を重点的に支援す

るほか、東日本大震災等による被災小規模事

業者等の経営安定等を図るため、必要とする

資金需要に的確に対応することとして、小規

模事業者経営改善資金貸付 290,000百万円

（元年度 290,000百万円）を含め総額 2,737,000
百万円の貸付けを行うこととし、この原資と

して、財政投融資特別会計投資勘定からの出

資金 4,000百万円、東日本大震災復興特別会

計からの出資金 3,123百万円、財政融資資金

の借入れ 2,030,000百万円、社債の発行によ

る収入 170,000百万円等を予定している。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

4,000 8,300

東日本大震災復
興特別会計出資
金

3,123 4,029

財政融資資金借
入金

2,030,000 2,007,000

社 債 170,000 235,000
回 収 金 等 529,877 545,671

計 2,737,000 2,800,000
（資金運用）

貸 付 2,737,000 2,800,000
普 通 貸 付 2,435,000 2,493,000
生活衛生資金
貸付

115,000 115,000

恩給担保貸付 6,900 11,900
記名国債担保
貸付

100 100

教育資金貸付 180,000 180,000

（注）　社債のうち、政府保証を伴うものとして、

元年度 65,000百万円を予定している。

上記の資金計画に関連して、別途、一般会

計から株式会社日本政策金融公庫補給金

26,179百万円を交付することとしている。

　（ 2）　農林水産業者向け業務

2年度においては、民間金融機関との協調

等の取組を引き続き推進しつつ、農林水産業

の生産基盤強化や輸出力強化を目的とした設

備投資等への資金需要に的確に対応すること

とし、貸付規模として 646,000百万円を計上

しており、対象事業別の貸付計画は、次のと

おりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

経営構造改善 441,200 459,300

基 盤 整 備 43,800 39,900

一 般 施 設 129,450 123,700

経営維持安定 21,550 23,100

災 害 10,000 10,000

計 646,000 656,000

この計画のうち、523,025百万円が 2年度

中に貸し付けられる予定であり、これに元年

度の計画のうち、2年度に資金交付が行われ

る予定となっている 122,975百万円を加える

と、2年度の資金交付額は 646,000百万円と

なる。この原資として、一般会計からの出資
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金 63百万円、財政融資資金の借入れ 520,000
百万円、社債の発行による収入 30,000百万

円等を予定している。また、証券化支援業務

において、一般の金融機関が行う農業融資の

信用リスクの引受 1,850百万円を予定してい

る。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

一般会計出資金 63 60

財政融資資金借
入金

520,000 530,000

社 債 30,000 50,000

寄 託 金 500 500

回 収 金 等 95,437 65,440

計 646,000 646,000

（資金運用）

貸 付 646,000 646,000

上記の資金計画に関連して、別途、一般会

計から株式会社日本政策金融公庫補給金

16,915百万円を交付することとしている。

　（ 3）　中小企業者向け業務

2年度においては、中小企業の資金需要へ

の万全な対応を図るとともに、民間金融機関

との協調等の取組を引き続き推進しつつ、創

業・新規事業、事業承継、事業再生、海外展

開等の成長戦略分野を重点的に支援するほ

か、東日本大震災等による被災中小企業者等

の経営安定等を図るため、必要とする資金需

要に的確に対応することとして、融資事業に

ついては、東日本大震災復興特別貸付等を含

め 1,440,000百万円の貸付けを行うことと

し、この原資として、財政投融資特別会計投

資勘定からの出資金 17,200百万円、東日本

大震災復興特別会計からの出資金 1,400百万

円、財政融資資金の借入れ 928,000百万円、

財政投融資特別会計投資勘定からの借入金

200百万円、社債の発行による収入 82,500
百万円及び回収金等 410,700百万円を予定し

ている。また、証券化支援事業におけるクレ

ジット・デフォルト・スワップ契約（総額

45,000百万円を予定）により必要となる資産

担保証券の取得 18,700百万円の原資として、

社債の発行による収入 17,500百万円、有価

証券回収金等 1,200百万円を予定しているほ

か、債務の保証 60,500百万円を予定してい

る。

資金計画は次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

17,200 37,000

東日本大震災復
興特別会計出資
金

1,400 3,200

財政融資資金借
入金

928,000 895,500

財政投融資特別
会計投資勘定借
入金

200 500

社 債 100,000 155,000
回 収 金 等 411,900 425,400

計 1,458,700 1,516,600

（資金運用）

貸 付 1,440,000 1,500,000

有 価 証 券 18,700 16,600
計 1,458,700 1,516,600

（注）　社債のうち、政府保証を伴うものとして、

元年度 55,000百万円を予定している。

上記の資金計画に関連して、別途、一般

会計から株式会社日本政策金融公庫補給金

14,968百万円を交付することとしている。

　（ 4）　信用保険等業務

2年度における中小企業信用保険事業は、

11,470,000百万円の保険引受、破綻金融機関

等関連特別保険等事業は 66,000百万円の保

険引受をそれぞれ予定しているほか、信用保

証協会に対する貸付けは 24,000百万円を予

定している。また、中小企業信用保険事業に

要する資金に充てるため、一般会計からの出

資金 43,500百万円を予定している。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

一般会計出資金 43,500 46,200
信用保証協会貸
付回収金

24,000 24,000

保 険 料 収 入 137,020 136,741
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回 収 金 51,622 59,450

そ の 他 3,007,444 2,960,225
計 3,263,586 3,226,616

（資金運用）

信用保証協会貸
付金

24,000 24,000

保 険 費 372,981 399,723
そ の 他 2,866,605 2,802,893

計 3,263,586 3,226,616

　（ 5）　危機対応円滑化業務

2年度においては、内外の金融秩序の混乱

又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染

症等による被害に対処するために必要な金融

が、銀行その他の金融機関により迅速かつ円

滑に行われるよう、必要とする資金需要に的

確に対応することとし、国が指定した金融機

関に対する融資事業の規模として 199,000百
万円を計上しており、この原資として、財政

融資資金の借入れ 99,000百万円及び社債の

発行による収入 100,000百万円を予定してい

る。また、利子補給事業における利子補給金

の原資として、一般会計からの補給金 1百万

円を予定している。さらに、損害担保事業に

要する資本に充てるため、一般会計から 68
百万円を出資することとしている。なお、別

途、一般会計から株式会社日本政策金融公庫

補助金 204百万円を交付することとしてい

る。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

財政融資資金借
入金

99,000 99,000

社 債 100,000 100,000

計 199,000 199,000

（資金運用）

貸 付 199,000 199,000

（注）　元年度の社債 100,000百万円、2年度の社債

100,000百万円については、政府保証を付すこ

とを予定している。

　（ 6）　特定事業等促進円滑化業務

2年度においては、今後内外で高い需要が

見込まれるエネルギー環境適合製品を開発又

は製造する事業のうち、我が国産業活動の発

達及び改善に特に資するものの実施、産業競

争力強化の観点から事業再編等の実施及び特

定高度情報通信技術活用システムの開発供給

又は導入を図るために必要な資金の貸付け

が、銀行その他の金融機関により円滑に行わ

れるよう、必要とする資金需要に的確に対応

するための 20,000 百万円を含め、合計

70,000百万円の貸付規模を計上しており、

この原資として、財政融資資金の借入れ

70,000百万円を予定している。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

財政融資資金借
入金

70,000 140,000

（資金運用）

貸 付 70,000 140,000

上記の資金計画に関連して、別途、一般会

計から株式会社日本政策金融公庫補助金 100
百万円を交付することとしている。

3 　株式会社国際協力銀行

この銀行は、一般の金融機関が行う金融を補

完することを旨としつつ、我が国にとって重要

な資源の海外における開発及び取得を促進し、

我が国の産業の国際競争力の維持及び向上を図

り、並びに地球温暖化の防止等の地球環境の保

全を目的とする海外における事業を促進するた

めの金融の機能を担うとともに、国際金融秩序

の混乱の防止又はその被害への対処に必要な金

融を行い、もって我が国及び国際経済社会の健

全な発展に寄与することを目的としている。

2年度においては、日本企業の海外Ｍ＆Ａ、

グローバル・バリューチェーンの再編等の海外

展開支援や、質の高いインフラ整備等を支援し

ていくこととし、総額 2,400,000百万円の事業

規模を計上している。これらの原資として、財

政投融資特別会計投資勘定からの出資金 80,000
百万円、外国通貨長期借入金 40,000百万円、

財政融資資金からの借入金 281,000百万円、社

債の発行による収入 1,922,500百万円、貸付回

収金等 76,500百万円を予定している。

なお、成長投資ファシリティ（仮称）において

資金需要の増加等に伴い外貨資金が必要な場合
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にあっては、外国為替資金からの借入れを行う

場合がある。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

80,000 63,500

外国通貨長期借
入金

40,000 40,000

財政融資資金借
入金

281,000 289,300

社 債 1,922,500 1,099,200
貸付回収金等 76,500 729,600

計 2,400,000 2,221,600
（資金運用）

一 般 業 務 2,300,000 2,000,000
輸 出 270,000 270,000
輸 入・ 投 資 1,845,000 1,550,000
事 業 開 発 等 85,000 80,000

出 資 100,000 100,000
特 別 業 務 100,000 221,600

輸 出 38,000 75,300
輸 入・ 投 資 55,000 131,300
事 業 開 発 等 2,000 ―

出 資 5,000 15,000
計 2,400,000 2,221,600

（注）　元年度の社債 1,079,200百万円及び外国通貨

長期借入金 40,000百万円並びに 2年度の社債

1,902,500百万円及び外国通貨長期借入金

40,000百万円については、政府保証を付すこ

とを予定している。

4 　独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門

この機構は、開発途上にある海外の地域（以

下「開発途上地域」という。）に対する技術協力

の実施、有償及び無償の資金供与による協力の

実施並びに開発途上地域の住民を対象とする国

民等の協力活動の促進に必要な業務を行い、中

南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行

い、並びに開発途上地域等における大規模な災

害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行い、

もってこれらの地域の経済及び社会の開発若し

くは復興又は経済の安定に寄与することを通じ

て、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済

社会の健全な発展に資することを目的としてい

る。

この機構において、政府関係機関予算となっ

ているのは、開発途上地域の政府等に対して有

償の資金供与による協力の実施等を行う有償資

金協力部門である。

2年度においては、1,400,000百万円の出融

資を行うこととし、これらの原資として、一般

会計からの出資金 46,610百万円、財政融資資

金からの借入金 505,100百万円、国際協力機構

債券の発行による収入 146,000百万円及び貸付

回収金等 702,290百万円を予定している。

資金計画は、次のとおりである。

2年度（百万円） 元年度（百万円）

（資金調達）

一般会計出資金 46,610 46,810

財政融資資金借
入金

505,100 485,200

国際協力機構債
券

146,000 144,000

貸付回収金等 702,290 718,990

計 1,400,000 1,395,000

（資金運用）

直 接 借 款 1,344,000 1,341,500

海 外 投 融 資 56,000 53,500

計 1,400,000 1,395,000

（注）　国際協力機構債券のうち、政府保証を伴う

ものとして、2年度 66,000百万円を予定して

いる。
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